
（寄稿文）7

次世代住宅ポイント制度の概要
― 消費税率引上げに伴う住宅取得支援策について ―

国土交通省住宅局住宅生産課長 長谷川　貴　彦

１.消費税率引上げに伴う住
宅取得支援策について

2019 年 10 月に消費税率が８％から
10％に引上げられることが予定されてい
る。住宅の取得等は消費者にとって大き
な買い物であり、またこれらの住宅の取
得等には一般的に消費税が課され、一定
の負担が生じることから、前々回（1997
年４月）、前回（2014 年４月）の消費税
率引上げ時には、住宅着工について、駆
け込み需要と反動減が生じている。
前回（2014 年４月）についてみると、

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の影
響により、2013 年度の住宅着工戸数は、
2012 年度比で 10.6％増の約 99 万戸と
なった。また、その後の反動減の影響に
より、2014 年度は、2013 年度比で
10.8％減の約 88 万戸となった。特に、
持家（注文住宅）については、2013 年
度の住宅着工戸数は、2012 年度比で
11.5％増となったものの、その後の反

動減の影響により、2014 年度は、2013
年度比で21.1％減と大幅な減少となった。
経済全体についても、当時公表された

GDP 統計では、引上げ後の 2014 年４～
６月期、７～９月期の２四半期連続のマ
イナス成長となり、これは、住宅など耐
久消費財について駆け込み需要と反動減
が生じたことも一つの要因として考えら
れている。
図－１は、持家および分譲住宅の住宅

着工指数をまとめたものになるが、消費
税率引上げにより駆け込み需要が生じ、
その後、反動減が一年以上続く事態が発
生していることがわかる。
住宅投資は内需の柱であり、経済に与

える影響が大きいことから、今回は、過
去の経験を踏まえ、駆け込み需要と反動
減といった需要変動を平準化するため、
消費税率引上げ後の住宅取得にメリット
が出るよう、予算・税制による総合的な
対策を講じることとした。具体的には、
①住宅ローン減税の拡充、②すまい給付

金の拡充、③次世代住宅ポイント制度の
創設という主に３つの対策を講じるもの
である。

２.住宅ローン減税の拡充

住宅ローン減税制度は、前回消費税率
が８％に引き上げられた際に拡充されて
おり、4,000万円（認定住宅の場合は5,000
万円）を上限とした年末のローン残高の
１％を 10 年間にわたって、所得税や個
人住民税から控除するという制度となっ
ている。今回の拡充では、控除期間を現
行の 10年から３年間延長し、13年とす
る措置を講じることした（図－２）。
毎年の控除額については、１年目から

10 年目までは、これまで同様に、年末
のローン残高の１％を 10 年間にわたっ
て、所得税等から控除するが、延長され
た11年目から13年目までの各年は、ロー
ン残高の１％と、消費税が課される建物
購入価格の３分の２％（２％を３年で
割ったもの）のうち、小さい方が控除さ

図－１　住宅着工戸数指数の推移（季節調整値）
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れる額となる。これにより、最大で消費
税率引上げ２％分が所得税等から控除さ
れる仕組みとしている。
この拡充措置は、2019 年 10 月１日～

2020 年 12 月 31 日までの間に入居した
場合に適用される。なお、2021 年１月
１日以降に入居した場合は、今回の拡充
措置は適用されないが、2021 年 12 月
31 日までの間に入居すれば、控除期間
10年の現行制度が適用されることとなる。

３.すまい給付金の拡充

すまい給付金は、住宅ローン減税によ
る措置を講じてもなお効果が限定的な所
得層に対して、住宅取得に係る消費税率
引上げによる負担増を緩和するため、収
入に応じて現金を給付する制度である。
本制度は、2021 年 12 月 31 日までに入
居した方が対象となる。
今回の消費税率の引上げに際し、対象

となる所得階層を拡充するとともに、給
付額も引上げた。具体的には、対象とな

る所得階層については８％時が年収の目
安で 510 万円以下であったのに対し、
10％の時には 775 万円以下に拡充する。
給付額については、８％時が最大 30 万
円であったのに対し、10％時には最大
50万円に引き上げる（図－３）。
給付対象は、自ら居住することを目的

に取得する住宅で、新築住宅、中古住宅
とも対象となる。住宅取得にあたって住
宅ローンの利用の有無によりそれぞれ要
件があり、これらの要件を満たす住宅で
あることが必要である。

図－３　すまい給付金の概要

図－２　住宅ローン減税の拡充について
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４.次世代住宅ポイント制度
の創設

次世代住宅ポイント制度は、税率
10％で一定の性能を有する住宅を取得す
る者等に対して、様々な商品等と交換で
きるポイントを発行する制度である（図
－４）。
本制度は、「環境」、「安全・安心」、「健

康長寿・高齢者対応」、「子育て支援、働
き方改革」に資する住宅の新築やリ
フォームが対象となる。前回の消費税率
引上げ時には省エネ住宅ポイント制度を
実施し、「省エネ」をテーマに省エネ性
能を有する住宅の新築やエコリフォーム
を対象としていたものを、今回の制度で
はより幅広い方がターゲットとなるよう、
対象範囲を広げている。
新築住宅のポイントの付与対象とポイ

ント数については、まず、①エコ住宅、
②長持ち住宅、③耐震住宅、④バリアフ
リー住宅のうち、いずれかに該当すれば、
30万円相当のポイントが付与される（図
－５）。さらに、認定長期優良住宅やＺ
ＥＨ等のより高い性能を有する住宅の場
合は、ポイントが加算される。このほか、
ビルトイン食器洗機や宅配ボックスなど

の家事負担軽減に資する設備（図－６）
を設置した住宅については設備に応じて
９千～ 1.8 万ポイントが、新築住宅の取
得にあたって従前居住していた耐震性の
ない住宅を建て替える場合には 15 万ポ
イントが付与される。これらのポイント
数を合計し、戸あたり最大 35 万ポイン
トを付与することとしている。なお、家
事負担軽減に資する設備を設置した住宅
や耐震性のない住宅の建替えについては、
これら単独でもポイント付与を受けるこ
とができる。
対象となる住宅は、注文住宅の場合は

2019 年４月～ 2020 年３月までの請負
工事契約等、分譲住宅の場合は 2018 年
12 月 21 日（閣議決定日）～ 2020 年３
月までに工事請負契約および売買契約等
を行い、かつ消費税率 10％となる 2019
年 10 月以降に引渡しが行われるもので
ある。ただし、注文住宅については、８％
の 2019 年４月以前に請負工事契約を締
結したものであっても、2019 年 10 月以
降に着工するものについては、特例的に
対象としている。
リフォームについては、30 万ポイン

トを上限にリフォーム工事の内容に応じ
て設定されたポイントを付与する。対象

となるリフォームは、前回の省エネ住宅
ポイントの際に対象としていたエコリ
フォームに加え、新築と同様に家事負担
軽減に資する設備の設置を対象とすると
ともに、リフォーム瑕疵保険の加入やイ
ンスペクションの実施なども対象として
いる。なお、前回の制度ではエコリフォー
ムを実施することを必須としていたが、
今回の制度ではこの必須の要件を撤廃し、
耐震改修やバリアフリー改修など各リ
フォームを単独で実施した場合もポイン
トを付与することとしている。このほか、
既存住宅購入に伴うリフォームや、若者・
子育て世帯が行うリフォームについては、
各種特例を設けており、リフォームを行
う方が若者や子育て世帯である場合には
ポイントの上限を最大で 60 万ポイント
まで引き上げるとともに、安心Ｒ住宅を
購入してリフォームを行う場合には 45
万ポイントまで引き上げることとしてい
る。また、既存住宅を購入してリフォー
ムを行う場合は付与するポイント数を２
倍するとともに、若者・子育て世帯が既
存住宅を購入して 100 万円以上のリ
フォームを行う場合には 10 万ポイント
を付与することとしている。このように、
今回の制度は、若者・子育て世帯の住宅

図－４　次世代住宅ポイント制度の概要
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取得や既存住宅の活用に配慮した制度設
計としている。
対象となるリフォームの期間は新築の

注文住宅と同じである。
ポイントの発行申請は６月より開始し

ており、申請の締め切りは予算の執行状
況に応じて公表することとしているが、
遅くとも 2020 年３月末までに締め切る
こととしている。
発行されたポイントについては、「省

エネ・環境配慮に優れた商品」、「健康関

連商品」、「子育て関連商品」、「防災関連
商品」、「家事負担軽減に資する商品」、「地
域振興に資する商品」と交換が可能であ
り、具体の商品については次世代住宅ポ
イント事務局において公表している。ポ
イントの商品への交換申請は 2019 年 10
月頃から開始し、その締め切りは 2020
年６月 30日を予定している。

５.おわりに

今回の対策により、消費税率引上げに
伴う住宅取得等に関する駆け込み需要や
反動減を抑制し、住宅の需要変動の平準
化を図ることにより、税率引上げの経済
へ与える影響を抑えるととともに、一定
の性能を有する住宅の新築や性能向上に
資するリフォームにより、良質な住宅ス
トックの形成にもつなげてまいりたい。

図－６　ポイントの発行対象となる家事負担軽減に資する設備

図－５　次世代住宅ポイント制度の概要（発行ポイント）


